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○土浦市成年後見制度利用支援事業実施要綱 

平成22年３月30日告示第60号 

改正 

令和３年３月30日告示第101号 

令和７年３月31日告示第102号 

土浦市成年後見制度利用支援事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、判断能力が不十分な認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者（以下「要支援

者」という。）に対し、成年後見制度を利用するための支援を行うことにより、要支援者の権利擁

護を推進し、自立した日常生活を営むことができる環境の整備に資することを目的として実施する

土浦市成年後見制度利用支援事業（第16条において「事業」という。）に関し必要な事項を定める。 

（支援の種類） 

第２条 要支援者に対して市が行う支援の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第32条、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第28

条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第51条の11の２の規定

に基づき市長が行う審判の請求（以下「老人福祉法等の規定に基づく審判請求」という。） 

(２) 成年被後見人、被保佐人又は被補助人（第10条においてこれらを「成年被後見人等」という。）

が成年後見人、保佐人又は補助人（以下「成年後見人等」という。）に対して支払う報酬に関す

る支援 

（老人福祉法等の規定に基づく審判請求の種類） 

第３条 老人福祉法等の規定に基づく審判請求の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 民法（明治29年法律第89号）第７条の後見開始の審判 

(２) 民法第11条の保佐開始の審判 

(３) 民法第13条第２項に規定する保佐人の同意権の範囲を拡張する審判 

(４) 民法第876条の４第１項に規定する保佐人に代理権を付与する審判 

(５) 民法第15条第１項の補助開始の審判 

(６) 民法第17条第１項に規定する補助人に同意権を付与する審判 

(７) 民法第876条の９第１項に規定する補助人に代理権を付与する審判 

（審判請求対象者） 

第４条 老人福祉法等の規定に基づく審判請求の対象者（以下「審判請求対象者」という。）は、次

の各号のいずれかに該当する要支援者とする。 

(１) 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる者を除く。 

ア 本市以外の市町村が介護保険の保険者である住所地特例対象被保険者（介護保険法（平成９

年法律第123号）第13条第１項に規定する住所地特例対象被保険者をいう。次号において同じ。） 

イ 本市以外の市町村が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第19条第１項の規定による介護給付費等の支給決定（第３号において「支給決

定」という。）を行った特定施設入所等障害者（同法第19条第３項に規定する特定施設入所等

障害者をいう。第３号において同じ。） 

ウ 本市以外の市町村が生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条第１項の規定により保護を決

定し、実施している者 

(２) 本市が介護保険の保険者である住所地特例対象被保険者 

(３) 本市が支給決定を行った特定施設入所等障害者 

(４) 本市が生活保護法第19条第１項の規定により保護を決定し、実施している者 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が老人福祉法等の規定に基づく審判請求を行う必要がある

と認める者 

（老人福祉法等の規定に基づく審判請求の基準） 

第５条 市長は、審判請求対象者について、次に掲げる事項を総合的に勘案した上で、必要があると

認めるときは、老人福祉法等の規定に基づく審判請求を行うものとする。 

(１) 生活状況及び健康状態 
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(２) 資産状況 

(３) 審判請求対象者の事理を弁識する能力の程度 

(４) 審判請求対象者の配偶者又は２親等内の親族の存否 

(５) 審判請求対象者、配偶者又は２親等内の親族が第３条各号に掲げる審判の請求を行う見込み 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、３親等又は４親等の親族が第３条各号に掲げる審判の請求を

行うことが明らかな審判請求対象者については、老人福祉法等の規定に基づく審判請求を行わない

ものとする。 

（老人福祉法等の規定に基づく審判請求の手続） 

第６条 老人福祉法等の規定に基づく審判請求に係る申立書及び添付書類の作成並びに予納すべき費

用の納入その他に関する手続は、当該審判請求対象者に係る審判を管轄する家庭裁判所（以下「家

庭裁判所」という。）の定めるところによる。 

（審判請求費用の負担） 

第７条 市長は、老人福祉法等の規定に基づく審判請求を行うときは、家事事件手続法（平成23年法

律第52号）第28条第１項の規定により、当該老人福祉法等の規定に基づく審判請求に係る費用（収

入印紙代、登記印紙代、通信運搬費、医師の診断書に係る費用及び鑑定費用等をいう。以下この条

において「審判請求費用」という。）を負担することができる。 

２ 市長は、前項の規定により審判請求費用を負担した場合は、当該審判請求費用の返還を求めるた

め、家事事件手続法第28条第２項の規定による命令を促す申立てを行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号のいずれかに該当する審判請求対象者については、

前項の申立てを行わないものとする。 

(１) 生活保護法第６条第１項に規定する被保護者（第９条第１項第３号アにおいて「被保護者」

という。）である者又は当該審判請求費用を負担することで同条第２項に規定する要保護者（第

９条第１項第３号アにおいて「要保護者」という。）となる者 

(２) 前号に掲げる者のほか、市長が資産の状況等の諸事情を勘案し、当該審判請求費用を負担さ

せることが難しいと判断した者 

４ 市長は、第２項の申立てを行った場合において、審判請求費用の負担を命ずる審判がなされたと

きは、その命令を受けた者に対し、当該審判請求費用を求償するものとする。 

（成年後見人等に対して支払う報酬の支援） 

第８条 市長は、成年後見人等に対して支払う報酬に関する支援として、当該報酬の全部又は一部を

予算の範囲内において助成するものとする。 

（助成対象者等） 

第９条 成年後見人等に対して支払う報酬に係る助成金（以下「助成金」という。）の交付対象者（以

下「助成対象者」という。）は、次に掲げる要件のいずれにも該当する要支援者とする。 

(１) 第４条各号に掲げる者のいずれかに該当すること。 

(２) 後見、保佐又は補助（以下「後見等」という。）の開始の審判を受けている者であって、成

年後見人等が当該者に係る報酬の付与の申立てを行い、報酬の付与の審判により家庭裁判所が成

年後見人等が受けるべき報酬の額を決定していること。 

(３) 次のいずれかに該当すること。 

ア 被保護者であること、又は成年後見人等に対して支払う報酬を負担することで要保護者とな

ること。 

イ 市長が資産の状況等の諸事情を勘案し、成年後見人等に対して支払う報酬を負担させること

が難しいと判断した者であること。 

(４) 成年後見人等が親族でないこと。 

２ 助成対象者が助成金の交付を受ける前に死亡した場合にあっては、死亡時において成年後見人等

であった者に助成金を交付するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、他の地方公共団体その他の団体から助成金その他これに類するもの

を受けることができる者に対しては、助成金を交付しない。 

（助成金の交付対象経費） 

第10条 助成金の交付対象となる経費は、成年被後見人等が成年後見人等に対して支払う報酬とする。 
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（助成金の額） 

第11条 助成金の額は、成年後見人等に対して支払う報酬の付与の審判（次条において「報酬付与の

審判」という。）により家庭裁判所が決定した額とする。ただし、次の各号に掲げる助成対象者の

区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる額を限度とする。 

(１) 次号に掲げる者以外の者 月額28,000円 

(２) 施設等に入所している者 月額18,000円 

２ 前項第２号の施設等は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 生活保護法第38条第１項に規定する保護施設 

(２) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第11項に規定する障害

者支援施設及び同条第17項に規定する共同生活援助を提供する施設 

(３) 老人福祉法第20条の４に規定する養護老人ホーム、同法第20条の５に規定する特別養護老人

ホーム及び同法第20条の６に規定する軽費老人ホーム 

(４) 介護保険法第８条第11項に規定する特定施設、同条第20項に規定する認知症対応型共同生活

介護又は同法第８条の２第15項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護を提供する施設、

同法第８条第22項に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第27項に規定する介護老人福祉

施設、同条第28項に規定する介護老人保健施設及び同条第29項に規定する介護医療院 

(５) 医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５に規定する病院及び診療所（前各号に掲げる施設

から入院した場合又は３か月を超えて入院した場合に限る。） 

(６) 前各号に準ずるものとして市長が認める施設等 

（助成金の交付申請） 

第12条 助成金の交付を受けようとする者は、報酬付与の審判により家庭裁判所が決定した日から３

か月以内に、土浦市成年後見制度利用支援事業助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類

を添えて市長に申請しなければならない。 

(１) 成年後見に関する登記事項証明書その他の後見等の開始の事実が確認できる書類の写し 

(２) 家庭裁判所による報酬付与の審判の決定通知書の写し 

(３) 家庭裁判所による報酬付与の審判の際に家庭裁判所に提出した財産目録等の写し 

(４) 後見等活動報告書等の成年後見人等の活動状況が確認できる書類の写し 

(５) 次項ただし書の規定により保佐人又は補助人である者が代理して申請する場合にあっては、

委任状その他の助成金の交付の手続に係る代理権を付与されたことを証明する書類 

(６) 助成対象者が死亡している場合にあっては、その証明書類 

２ 助成対象者の成年後見人等であって、報酬の付与の申立てを行い、報酬付与の審判により家庭裁

判所が報酬の付与を決定した者は、当該助成対象者に代わって前項の規定による申請を行うことが

できる。ただし、保佐人又は補助人である者にあっては、助成金の交付の手続に係る代理権を付与

された者に限る。 

（助成金の交付決定等） 

第13条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、速やかに当該申請に係る助成対象者の日常

生活の状況、収入及び資産の状況等を調査し、助成金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定をしたときは、土浦市成年後見制度利用支援事業助成金交付可否

決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者に通知するものとする。 

（助成金の交付請求） 

第14条 前条第２項の規定により助成金の交付の決定を受けた者（次条において「助成金交付決定者」

という。）は、助成金の交付を受けようとするときは、助成金の交付の決定を受けた日から３か月

を経過する日又は助成金の交付の決定を受けた日の属する年度の３月31日のうちいずれか早い日ま

でに、土浦市成年後見制度利用支援事業助成金交付請求書（様式第３号）により市長に請求しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかにその内容を確認し、助成金を交付する

ものとする。 

（助成金の交付決定の取消し等） 

第15条 市長は、助成金交付決定者が偽りその他不正な手段により助成金の交付の決定を受けたこと

が判明したときは、助成金の交付の決定を取り消すものとする。この場合において、既に交付した
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助成金があるときは、当該交付した助成金を返還させることができる。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは、土浦市成年後見制度利用支

援事業助成金交付決定取消通知書（様式第４号）により当該助成金の交付の決定を取り消した助成

金交付決定者に通知するものとする。 

（補則） 

第16条 この告示に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成22年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第10条に規定する成年被後見人等が成年後見人等に対して支払う報酬の助成対象となる経費は、

この告示の施行の日以後の後見等の活動に係る報酬とする。 

（土浦市成年後見制度に基づく市長の申立てに関する取扱要綱の廃止） 

３ 土浦市成年後見制度に基づく市長の申立てに関する取扱要綱（平成18年土浦市告示第116号）は、

廃止する。 

付 則（令和３年３月30日告示第101号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

付 則（令和７年３月31日告示第102号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

（土浦市告示で定める申請書等の押印の特例に関する要綱の一部改正） 

２ 土浦市告示で定める申請書等の押印の特例に関する要綱（令和４年土浦市告示第114号）の一部を

次のように改正する。 

（次のよう略） 
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様式第１号（第12条関係） 
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様式第２号（第13条関係） 
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様式第３号（第14条関係） 
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様式第４号（第15条関係） 

 


